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議案第５号 

 

令和３年度倉吉市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和３年度倉吉市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量の補正） 

第２条 令和３年度倉吉市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量

を次のとおり補正する。 

（科 目） （既決予定額）   （補正額）  （ 計 ） 

(３) 建設改良事業    

イ 管渠事業 160,064千円 16,638千円 176,702千円 

 

（資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 831,521千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 17,060千円及び当年度分損益勘定留保資金 

814,461千円で補填するものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 832,350

千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 17,889千円及び当年度分損益勘定留保

資金 814,461千円で補填するものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補

正する。 

（科 目） （既決予定額）  （補正額）  （ 計 ） 

収  入 

第３款 資本的収入 1,206,116千円 15,809千円 1,221,925千円 

 第１項 企業債 735,400千円 8,300千円 743,700千円 

 第３項 国県補助金 50,265千円 7,509千円 57,774千円 

支  出 

第４款 資本的支出 2,037,637千円 16,638千円 2,054,275千円 

第１項 建設改良費 249,984千円 16,638千円 266,622千円 

 

（債務負担行為の補正） 

第４条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額に次の表の項を

加える。 

事  項 期 間 限 度 額 

自動車購入費 
令和３年度から 

令和４年度まで 
1,473千円 

２ 予算第５条で定めた事項、期間及び限度額を次のとおり補正する。 

事  項 
補 正 前 補 正 後 

期 間 限 度 額 期 間 限 度 額 

水洗便所改造資金

融資の損失補償 

令和３年度から 

令和８年度まで 

貸付金の償還期限

到来後３月経過し

た日における元利

金の残高 

令和３年度から 

令和９年度まで 

貸付金の償還期限

到来後３月経過し

た日における残高 
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（企業債の補正） 

第５条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり補

正する。 

起債の目的 

補 正 前 補 正 後 

限度額 
起債の 

方法 
利 率 償還の方法 限度額 

起債の 

方法 
利率 

償還の 

方法 

下水道事業費 

(建設改良分) 

164,700

千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

年10.0％

以内（ただ

し、利率見

直し方式で

借り入れる

資金につい

て、利率の

見直しを行

った後にお

いては、当

該見直し後

の利率） 

40年以内（内

据置５年以内）

その他は、借入

先の融資条件に

よる。 

ただし、企業

財政その他の都

合により繰上償

還又は低利に借

り換えることが

できる。 

173,000

千円 

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 

補正前 

に同じ 

 

 

令和４年２月２５日提出 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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収　入 単位　千円
款 項 目 補正額

３ 資本的収入 15,809
１ 企業債 8,300

１ 企業債 8,300 下水道事業債
３ 国県補助金 7,509

１ 国県補助金 7,509 国庫補助金

支　出 単位　千円
款 項 目 補正額

４ 資本的支出 16,638
１ 建設改良費 16,638

16,638 工事請負費

備　考

備　考

１ 管渠建設改良
　 費

資本的収入及び支出

令和３年度　倉吉市下水道事業会計補正予算実施計画

3





千円 千円 千円 千円

補正前の額

貸付金の償還
期限到来後３
月経過した日
における元利
金の残高

令和３年度
～

令和８年度

限度額
と同額

限度額
と同額

補　正　額

貸付金の償還
期限到来後３
月経過した日
における残高

令和３年度
～

令和９年度

限度額
と同額

限度額
と同額

計

貸付金の償還
期限到来後３
月経過した日
における残高

令和３年度
～

令和９年度

限度額
と同額

限度額
と同額

補正前の額 0 0 0

補　正　額 1,473
令和３年度

～
令和４年度

1,473 1,473

計 1,473
令和３年度

～
令和４年度

1,473 1,473

自動車購入費

限 度 額

前年度末までの支払

義務発生(見込)額

当該年度以降の

水洗便所改造資金融資
の損失補償

債務負担行為に関する調書

期　間 金　額 期　間 金　額

事　　　　項
支払義務発生予定額

左の財源
内訳

下水道
使用料
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単位　円

１　固　定　資　産
 (１) 有形固定資産
　　 イ 土　地 240,543,478
　　 ロ 建　物 546,960,091
　　　　減価償却累計額 △ 46,001,765 500,958,326
　　 ハ 構 築 物 32,694,925,464
　　　　減価償却累計額 △ 2,239,081,543 30,455,843,921
　　 ニ 機械及び装置 1,456,486,171
　　　　減価償却累計額 △ 464,473,905 992,012,266
　　 ホ 車両運搬具 69,910
　　　　減価償却累計額 △ 65,066 4,844
　　 ヘ 工具、器具及び備品 838,557
　　　　減価償却累計額 △ 217,211 621,346
　　 ト 建設仮勘定 45,026,728
　　有形固定資産合計 32,235,010,909
 (２) 無形固定資産
　　 イ 施設利用権 1,130,689,530
     ロ 電話加入権 7,156,000
　　無形固定資産合計 1,137,845,530
（３）投資その他の資産
　　 イ 出資金 500,000
　　投資その他の資産合計 500,000
　固 定 資 産 合 計 33,373,356,439

２　流　動　資　産
 (１) 現金・預金 55,294,769
 (２) 未 収 金 36,735,181
　　　貸倒引当金 △ 2,620,000 34,115,181
　流 動 資 産 合 計 89,409,950

資　産　合　計 33,462,766,389

令和３年度　倉吉市下水道事業予定貸借対照表
（令和４年３月31日現在見込）

資 　産 　の 　部
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単位　円

３　固　定　負　債
 (１) 企 業 債
　　 イ 建設改良費等の財源に 16,857,057,158
　　 　 充てるための企業債
　　 ロ その他企業債 33,158,074
　　企業債合計 16,890,215,232
 (２) 引 当 金
　　 イ 退職給付引当金 11,624,755
　　引当金合計 11,624,755
　固 定 負 債 合 計 16,901,839,987

４　流　動　負　債
 (１) 企 業 債
　　 イ 建設改良費等の財源に 1,727,155,683
　　 　 充てるための企業債
　　 ロ その他企業債 6,040,937
　　企業債合計 1,733,196,620
 (２) 未 払 金 39,555,012
 (３) 引 当 金
　　 イ 賞与引当金 7,154,000
　　 ロ 法定福利費引当金 1,406,000
　　引当金合計 8,560,000
 (４) 預 り 金 9,000,000
　流 動 負 債 合 計 1,790,311,632

５　繰　延　収　益
 (１) 長期前受金
　　 イ 国県補助金 10,439,691,951
　　　　収益化累計額 △ 889,879,431 9,549,812,520
　　 ロ 他会計補助金 1,907,049,088
　　　　収益化累計額 △ 169,239,211 1,737,809,877
　　 ハ 受贈財産評価額 1,447,202,946
　　　　収益化累計額 △ 104,494,635 1,342,708,311
　　 ニ 受益者負担金分担金 1,567,066,774
　　　　収益化累計額 △ 112,468,034 1,454,598,740
　　長期前受金合計 14,084,929,448
　繰 延 収 益 合 計 14,084,929,448

負　債　合　計 32,777,081,067

６　資　本　金 1,180,859,336

７　剰　余　金
 (１) 資本剰余金
　　 イ 国県補助金 97,441,467
　　 ロ 他会計補助金 8,475,716
　　 ハ 受贈財産評価額 2,994,544
　　 ニ 受益者負担金分担金 6,275,938
　　資本剰余金合計 115,187,665
 (２) 利益剰余金
　　 イ 当年度未処理欠損金 610,361,679
　　利益剰余金合計 △ 610,361,679
　剰 余 金 合 計 △ 495,174,014

資　本　合　計 685,685,322

負 債 資 本 合 計 33,462,766,389

資 　本 　の 　部

負 　債 　の 　部
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単位　円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
 (１) 当年度純利益 0
 (２) 当年度分損益勘定留保資金
　　 イ 減価償却費 1,451,300,000
　　 ロ 固定資産除却費 3,630,000
　　 ハ 固定資産売却損 48,000
　　 ニ 長期前受金戻入額(△) △ 640,517,000
　　当年度分損益勘定留保資金　計 814,461,000
 (３) 引当金の増加・減少(△は減少)

　　 イ 退職給付引当金の増減額 5,427,220
　　 ロ 賞与引当金の増減額 △ 1,229,618
　　 ハ 法定福利費引当金の増減額 △ 233,019
　　 二 貸倒引当金の増減額 320,870
　　引当金の増加・減少　計 4,285,453
 (４) 資産及び負債の増減(業務活動に伴うもの)

　　 イ 未収金の増減額(△は増加) △ 3,449,171
　　 ロ 未払金の増減額(△は減少) △ 61,957,070
　　 ハ 預り金の増減額(△は減少) △ 1,743,688
　　資産及び負債の増減　計 △ 67,149,929
 (５) その他業務活動以外のもの
　　 イ 支払利息 255,217,000
　　その他業務活動以外のもの　計 255,217,000
　業務活動によるキャッシュ・フロー　小計 1,006,813,524

 (６) 投資活動、財務活動以外のもの
　　 イ 利息の支払額(△) △ 255,217,000
　　 ロ 短期貸付けによる支出(△) △ 1,500,000
　　 ハ 短期貸付金の返済による収入 1,500,000
　　その他業務活動以外のもの　計 △ 255,217,000
　業務活動によるキャッシュ・フロー　計 751,596,524

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
 (１) 有形固定資産の取得による支出(△) △ 231,051,000

 (２) 無形固定資産の取得による支出(△) △ 68,322,000

（３）国県補助金による収入 77,634,000

 (４) 工事負担金による収入 8,680,000
 (５) 他会計補助金による収入 10,060,000
　投資活動によるキャッシュ・フロー　計 △ 202,999,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
 (１) 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 774,300,000
 (２) 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出(△) △ 1,786,650,306
 (３) 他会計からの出資による収入 400,211,000
　財務活動によるキャッシュ・フロー　計 △ 612,139,306

４　資金増減額(△は減少) △ 63,541,782

５　資金期首残高 118,836,551

６　資金期末残高 55,294,769

令和３年度　倉吉市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）
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令和３年度 倉吉市下水道事業会計に関する書類の注記 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 資産の評価基準及び評価方法 

イ たな卸資産（貯蔵品） 

  当年度該当事項なし 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

  定額法 

   ・耐用年数  建物        ８～50年 

構築物       10～50年 

機械及び装置    ６～30年 

車両運搬具     ４～５年 

工具器具及び備品  ５～15年 

 ロ 無形固定資産 

  定額法 

   ・耐用年数  施設利用権       35年 

ソフトウェア      ５年 

 ハ リース資産 

   所有権移転ファイナンス・リース取引 

 ・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

(３) 引当金の計上方法 

イ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末の債権残高（見込額）に過去３か年の貸

倒実積率を乗じて得た額を回収不能見込額として計上している。 

ロ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における全職員（同日における退職者を除

く。）が自己の都合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当（水道事業及

び下水道事業において負担すべきものとして水道事業及び下水道事業に従事した期間（下水

道事業においては、地方公営企業法を適用した日からに限る。）で按分したもののうち下水

道事業において支給された給料の額で按分したものに限る。）の総額を計上している。 

ハ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における在職職員が翌年度も引

き続き在職した場合の当年度の負担に属する額（翌年度６月期の支給見込額のうち12～３月分

に相当する額）を計上している。 

ニ 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、賞与引当金の額に対す

る法定福利費相当額を計上している。 
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(４) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

  税抜方式 

(５) 会計方針の変更 

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額について、雨水処理施設の用地に係る企業債償

還金及び災害復旧事業に係る企業債償還金のための補助金を計上することに変更している。 

この変更に伴い、毎年度当該補助金が、雨水処理施設用地分については資本剰余金として

剰余金に、災害復旧事業分については長期前受金として繰延収益に計上され、また、災害復

旧事業に係る減価償却見合い分を収益化することにより長期前受金戻入が増加することとな

る。 

(６) 表示方法の変更 

  当年度該当事項なし 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

(１) 重要な非資金取引（翌年度以降のキャッシュ・フローに重要な影響を与えるもの） 

イ 現物出資の受入による資産の取得 

  当年度該当事項なし 

 ロ 資産の交換 

  当年度該当事項なし 

 ハ ファイナンス・リース取引による資産の取得 

  当年度該当事項なし 

 ニ ＰＦＩ契約等による資産の取得 

  当年度該当事項なし 

 

３ 予定貸借対照表等に関する注記 

(１) 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

 イ 担保に供している資産 

  当年度該当事項なし 

 ロ 担保に係る債務 

  当年度該当事項なし 

(２) 後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項 

   当年度末貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内

に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担する額は、91,320,175円である。（こ

の企業債の償還に対する一般会計が負担する利息額は、65,987円である。） 
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(３) 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

 イ 保証債務に関する事項 

倉吉市水洗便所改造資金融資要綱に基づき、金融機関から水洗便所改造資金の融資を受け

る者の債務を保証している。保証すべき債務の当年度末残高見込額は、0円である。 

 ロ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

  当年度該当事項なし 

 

４ セグメント情報に関する注記 

(１) 報告セグメントの概要 

倉吉市下水道事業会計は、下水道法に基づく流域関連公共下水道である公共下水道、特定環

境保全公共下水道と、それ以外の農業集落排水施設、林業集落排水施設を管理していること

から「公共下水道事業（公共）」、「特定環境保全公共下水道事業（特環）」、「農業集落

排水事業（農集）」、「林業集落排水事業（林集）」の４つを報告セグメントとしている。 

(２) 報告セグメントごとの営業収益等 

 当年度（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで） 単位　千円 

項 目 公 共 特 環 農 集 林 集 合 計

 営業収益 942,114 54,606 90,060 324 1,087,104 

 営業費用 1,612,667 123,863 456,612 2,330 2,195,472 

 営業損益 △ 670,553 △ 69,257 △ 366,552 △ 2,006 △ 1,108,368 

 経常損益 2,440 △ 5 △ 5 0 2,430 

 セグメント資産 24,464,274 2,186,829 6,786,644 25,019 33,462,766 

 セグメント負債 23,703,646 1,784,056 7,267,027 22,352 32,777,081 

 その他の項目

 　雨水処理負担金 175,487 2,997 － － 178,484 

 　一般会計補助金 388,444 52,625 270,855 1,568 713,492 

 　一般会計出資金 264,739 39,253 95,289 930 400,211  
 

５ 減損損失に関する注記 

(１) 減損の兆候について 

 イ 固定資産のグループ化の方法 

下水道事業に使用している固定資産については、公共下水道、特定環境保全公共下水道それ

ぞれの雨水及び汚水施設並びに農業集落排水施設、林業集落排水施設それぞれの施設ごとに

固定資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、それぞれの施設ごと

の固定資産グループとしている。 

 ロ 認められた減損の兆候の概要 

  減損の兆候は、認められなかった。 
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ハ 減損損失を認識するに至らなかった理由 

  当年度該当事項なし 

(２) 減損損失の認識及び測定について 

  当年度該当事項なし 

 

６ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

(１) リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引（リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所

有権が借主に移転すると認められない取引）については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理を行っている。 

(２) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額 

当年度該当事項なし 

(３) オペレーティング・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額 

   １年内  1,092,000円 

   １年超  2,912,000円 

    計   4,004,000円 

 

７ 重要な後発事象に関する注記 

  当年度該当事項なし 

 

８ その他の注記 

(１) 引当金の取崩し 

イ 貸倒引当金 

当年度において下水道使用料及び受益者負担金を不納欠損するため、貸倒引当金 2,299,130

円を取り崩す予定である。 

ロ 退職給付引当金 

当年度において退職手当を支給するため、退職給付引当金 527,412円を取り崩す予定である。 

ハ 賞与引当金 

  当年度６月末において期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 7,204,023円を取り崩

した。 

ニ 法定福利費引当金 

    当年度６月末において賞与引当金を取り崩して支給した期末及び勤勉手当に係る法定福利費

を支出するため、法定福利費引当金 1,408,598円を取り崩した。 
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収　入 単位　千円
款　項 目 節 補正前の額 補正額 計

３ 資本的収入 1,206,116 15,809 1,221,925
　１ 企業債 735,400 8,300 743,700

１ 企業債 735,400 8,300 743,700
下水道事業債 735,400 8,300 743,700 建設改良分

　３ 国県補助金 50,265 7,509 57,774
１ 国県補助金 50,265 7,509 57,774

国庫補助金 33,065 7,509 40,574 防災・安全社会資本整備交付金

支　出 単位　千円
款　項 目 節 補正前の額 補正額 計

４ 資本的支出 2,037,637 16,638 2,054,275
　１ 建設改良費 249,984 16,638 266,622

１ 管渠建設改良 129,256 16,638 145,894
　 費 工事請負費 72,370 16,638 89,008 雨水管渠築造工事

資本的収入及び支出

備　考

備　考

令和３年度　倉吉市下水道事業会計補正予算事項別明細書
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